
（取組の概要及び効果） （方式） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

古河市 観光施設事業 その他観光 ー

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

●

取組事項 民間活用（指定管理者制度）

実施済 ●

ゴルフ場事業の管理運営に関
すること。

代行制 利用料金制

実施予定 年 月 日

検討中

平成

 ● 18 4 1

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



●

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

各家庭から汚水を集める管渠を市で整備し管理しており、流末となる県の流域下水処理施設で汚水処理を行っているた
め、広域での運営により、現行の経営体制・手法で、効率的な事業運営が実施できているため。

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

古河市 下水道事業 特定環境保全公共下水道 ー

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要及び効果） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

古河市 下水道事業 公共下水道 ー

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

● ●

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の

統廃合

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年 月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

農集排水･公共下水と
の統合

特環施設と公共下
水との結合

その他

検討中 ●
R4年度までに道府県単位で策
定する為、茨城県と協議、ヒア
リングを実施。

特になし

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済 ●
処理場及び中継ポンプ場等の
運転維持管理業務において施
設の小規模修繕や薬品等調達
管理業務等を含めた３年間の
包括的民間委託を導入してい
る。委託業者による迅速な対応
により、維持管理業務の効率
化につながっている。

運転管理とユーティリティ―管
理を併せた性能発注（レベル
２）及び年間500万円以下の
修繕業務等

実施予定

平成

29 4 1

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

年 月 日

検討中

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要及び効果） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

検討中

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

30 4 1

実施予定 年 月 日

実施済 ●
処理場及びポンプ場の運転維
持管理業務において施設の小
規模修繕や薬品等調達管理業
務等を含めた３年間の包括的
民間委託を導入している。委託
業者による迅速な対応により、
維持管理業務の効率化につな
がっている。

運転管理とユーティリティ―管
理を併せた性能発注（レベル
２）及び年間500万円以下の
修繕業務等

平成

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定

検討中 ●
R4年度までに道府県単位で策
定する為、茨城県と協議、ヒア
リングを実施。

特になし

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年 月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

農集排水･公共下水と
の統合

特環施設と公共下
水との結合

その他

取組事項 （下水道事業）広域化等

● ●

実施済
汚水処理施設の

統廃合

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

古河市 下水道事業 農業集落排水施設 ー

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（取組の概要及び効果） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

抜本的な改革の取組

団体名 業種名 事業名 施設名

古河市 水道事業 ― ー

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

●

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済
料金関係業務及び給水装置等
に関する業務、排水設備等に
関する業務を包括的に委託す
ることで、宅内の検査から料金
賦課・徴収までの一連の業務を
同一の事業者が管理できるた
め、効率的な業務運営が可能
となる。また、繁忙期の業務量
に合わせて人員をフレキシブル
に配置することが可能である。

実施予定 ●

令和

3 4 1

年 月 日

検討中

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



抜本的な改革の取組

団体名 業種名 事業名 施設名

古河市 宅地造成事業 その他造成 ー

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

事業計画上、施行期間が定められていることや、地権者交渉等の都合上、事業自体の民営化については難しいと判断し
ており、現行の体制で事業を進めることが妥当であると考えられる。
また、現在の整備状況についてエリアごとにばらつきがあるため、事業の中止は受益と負担のバランスが著しく損なわれ
てしまうため、適さないと判断する。

●

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性


